
令和３年度

【 概 要 版 】
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統一的な基準による

長 野 市 の 財 務 書 類

会計局会計課



「統一的な基準による地方公会計」導入の目的

議会の議決を経た民主的な「税金の使い道」を確保し、現金収支による客観的で確実な予算執行が可能

デメリット * 資産・負債（ストック情報）の総額把握
* 現金支出を伴わないコストの把握

官公庁の予算・決算制度 ＝ 単式簿記・現金主義会計

メリット * 資産・負債（ストック情報）の総額把握
* 現金支出を伴わないコストの把握（減価償却費など）

公会計制度 ＝ 複式簿記・発生主義会計

可能

＊ 財務状況が「見える化」され、より多くの情報提供が可能とされています。
＊ 財政運営・政策形成への基礎資料として活用が期待されています。

・総務省基準モデル
・総務省改定モデル
・独自の財務書類

など乱立

「統一的な基準」
による財務書類

を全国の自治体が
作成

他団体との比較
が可能に

(指標など)
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困難



貸借対照表 （全体財務書類）

■ 固定資産：事業用資産では災害公営住宅の整備や、インフラ資産では北部幹線などの新規資産の取得がありまし
たが、減価償却が当年度の新規資産の取得額を上回っているため、前年比98億円減少しました。

■ 流動資産：前年比63億円増加のうち約59億円は、基金の増加によるもの。令和２年度決算剰余金の処分等により、
（その他） 財政調整基金に24億円積み増ししたほか、減債基金では臨時財政対策債の償還に備えるため、剰余金

処分と合わせて34億円の積み増しを行ったため、「流動資産（その他）」が増加しました。

■ 地 方 債 ：新規借入を上回る返済を行ったため、1年内償還予定分と合わせて前年より約82億円減少しました。
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主な変動内容
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貸借対照表とは？

年度末時点での「資産」や「負債」
などの残高（ストック情報）を表し
ています。

「資産」をどのような財源（「負債」
と「純資産」）で賄ってきたのかが
分かります。
「負債」は、今後負担すべき債務で
あることから、将来世代の負担を
表しています。
「純資産」は、今後の負担が無い
ため、これまでの世代が負担して
きた分を表しています。

● 地方債などの『借金』は少ない方が良いように感じますが、長期間使える施設は将来の世代も使える
ので、その世代にも借金返済の負担を求める「世代間の公平性」という考え方に基づいています。

● 一般会計の地方債残高のうち７割程度は、後年度、地方交付税として国から交付される、いわゆる
「有利な起債」を使っています。

【 固定資産 】

・事業用資産

・インフラ資産

・物品 など

【 流動資産 】

・現金預金

・未収金

・財政調整等基金 など

【 純 資 産 】

（資産 － 負債）

【 固定負債 】

・地方債

・引当金 など

【 流動負債 】

・１年内償還地方債 など

資産の部 負債の部

純資産の部

・土 地
・建 物
・工作物

など

将
来
世
代
の
負
担

こ
れ
ま
で
の
世
代
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貸借対照表の見方 借方 貸方

←

←

左側が「資産（借方）」、
右側が「負債・純資産（貸方）」
となっており、左右の合計が常に
一致してバランスがとれている
ことから「バランスシート」とも
呼ばれます。



行政コスト計算書 （全体財務書類）

1年間の行政運営にかかったコスト
のうち、資産形成につながらない行政
サービスに要した費用と、その対価と
して得られた収益（使用料・手数料等）
から行政コストが計算されます。

毎年度経常的なものを「純経常行政
コスト」、臨時に発生したものを含めた
ものが「純行政コスト」となります。

行政は利益のための活動でないこと
から『どのような費用にいくら掛かっ
ているか』を見ることに主眼が置かれ
ます。

行政コスト計算書の見方

■ 補助金等：
新型コロナ感染拡大に伴う経済対策の「特別定額給付金」 「プレミアム商品券」等の事業が令和２年度で終了したため、
前年から446億円減少しました。

■ 臨時損失：
東日本台風災害の被災者支援事業や関連事業により、令和２年度に災害復旧事業費が大幅に増加していたため、前年
から130億円減少しました。

この表に計上する「費用」は…
・減価償却費など実際に現金を支出

しないものも含みます。
・資産形成（施設やインフラ整備等）
につながる費用は含みません。
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主な変動内容

単位：億円

科目 R03 R02 増減

a　経常費用 2,243 2,585 △ 342

業務費用 973 956 17

 人 件 費 286 286 0

 物 件 費 等 629 607 22

 そ の 他 58 63 △ 5

移転費用 1,270 1,630 △ 360

 補 助 金 等 933 1,379 △ 446

 社会保障給付 337 249 88

 そ の 他 0 2 △ 2

b　経常収益 208 301 △ 93

c 純経常行政コスト（a-b) 2,035 2,285 △ 250

d 臨時損失 70 200 △ 130

e 臨時利益 2 4 △ 2

純行政コスト（c+d-e) 2,103 2,480 △ 378
（各項目で四捨五入しているため合計額と一致しない場合があります。）

各年度４月１日～３月31日



純資産変動計算書 （全体財務書類）

貸借対照表の「純資産」がこの
１年間でどのように変動したか
を表します。

「本年度差額」欄で、「純行政コ
スト」が、「財源」で賄えたかを見
ることができます。
（プラス表記 ： 賄えた状態

≒ 民間企業決算上の黒字）

「その他の変動」欄は、純資産の
増減を見ることができます。
国や他の公共団体との無償譲
渡や受入などを表します。

最終的な「本年度末純資産残
高」は、貸借対照表の「純資産」
と一致します。

純資産変動計算書の見方

■ 本年度差額：

・「純行政コスト」が前年度から378億円減少（表中はプラス表記）したほか、
「財源」のうち「国県等補助金」は、定額給付金事業などの国庫支出金が
事業の終了に伴い皆減したため、360億円減少しました。

・「純行政コスト」と「財源」の差を示す「本年度差額」は前年比81億円増
の46億円に改善しました。

・「税収等」の増加は、地方交付税、法人市民税の増加等によるものです。

主な変動内容

『税金』は、公共施設や行政
サービスの利用の有無に
関わらず納めていただく
ことから、「サービスの対価
（収益）」ではなく、「出資」
と捉えるため、「純資産変動
計算書」に計上されます。
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単位：億円

科目 R03 R02 増減

a 前年度末純資産残高 5,680 5,661 19

b 純行政コスト △ 2,103 △ 2,480 378

c 財 源 2,148 2,445 △ 297

　 税 収 等 1,256 1,193 63

　 国県等補助金 893 1,253 △ 360

d 本年度差額（b+c） 46 △ 35 81

e その他の変動 19 55 △ 36

f 本年度純資産変動額 （d+e） 65 20 45

g 本年度末純資産残高 （a+f） 5,745 5,680 65
（各項目で四捨五入しているため合計額と一致しない場合があります。）

各年度４月１日～３月31日



資金収支計算書 （全体財務書類）

この１年間の現金の出入りを
以下の３つの区分で表します。

a 業務活動収支

通常の行政運営により継続
的に発生する収入と支出

b 投資活動収支

公共施設整備や投資などの
支出とそれに関する補助金
などの収入

c 財務活動収支

地方債の返済などの支出と
新たな借入れなどの収入

資金収支計算書の見方

■ 本年度資金収支額：
・「業務活動収支」は、前年比52億円増の278億円の黒字となりました。

・「投資活動収支」は、基金の約59億円の積み増しにより、投資活動支出が
増加したため、前年比39億円マイナス幅が拡大し△180億円となりました。

・「財務活動収支」は、地方債の償還支出が昨年同様の一方で、発行収入は
前年から42億円減少したため、前年から43億円マイナス幅が拡大し、
△82億円となりました。

・ これらの要因により「本年度資金収支額」は、前年比30億円減少のプラス
16億円になりました。

主な変動内容
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⇒財政運営に問題が無ければ、
プラスになるのが一般的です。

⇒多額の資産売却、基金の取崩し
等が無ければ、マイナスになる
のが一般的です。

⇒借入れが多い時期はプラス
借入金の返済が多い時期は
マイナスになります。



長野市

函館市

旭川市

青森市

八戸市

盛岡市秋田市

山形市

福島市

郡山市

いわき市

水戸市

宇都宮市

前橋市

高崎市

川越市
川口市

越谷市

船橋市

柏市

八王子市

富山市

金沢市

福井市

甲府市

松本市

岐阜市

豊橋市

岡崎市

一宮市

豊田市

大津市

豊中市
吹田市

高槻市

枚方市

八尾市

姫路市

尼崎市

明石市

西宮市

奈良市

和歌山市

鳥取市

松江市

倉敷市

呉市

福山市

下関市

高松市

松山市

久留米市

長崎市

佐世保市宮崎市
鹿児島市

那覇市
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市民一人当たり有形固定資産額（万円）

平均（132万）

「資産」と「負債」の組合せ 分布図

この分布図は、市民一人当たり負債額（地方債残高）が大きいほど上に、市民一人当たり資産額（有形固定資産残高）
が大きいほど右に分布します。
中核市平均値を中心線にしたとき長野市は、右上の「資産大・負債大」のグループに属します。

8

資産大・負債大
将来世代に負担を求めつ
つ大規模な社会資本を有
している。将来の負担増
に備える必要がある。

資産小・負債大
負債が社会資本の整備
に結びついておらず、実
質的な負担が大きい。

資産小・負債小
資産、負債とも小さいコンパク
トな都市など財政が健全とさ
れる反面、社会資本の整備が
不十分である可能性もある。

資産大・負債小
現役世代の負担により大規
模な社会資本を有している。
施設の維持・更新時に新たな
負担となる可能性がある。

大

←

負
債
の
大
き
さ

→

小

小 ← 資産の大きさ → 大

平
均
（
39
万
）

【 調査時点で公表済みの中核市の令和２年度一般会計等財務書類から作成 】



9【市民一人当たり有形固定資産】

市民一人当たり有形固定資産額 ＝ 有形固定資産額 ／ 各年1月1日時点人口（他団体は年度末時点人口）

一般的に市民一人当たり資産額は、①有形固定資産額（③-②）のように減価償却後の残高で算出しますが、②減価償
却累計額、 ③減価償却前価格に分けて表示することで、減価償却による減少影響を除外した比較が可能になります。

経年比較では大きな変動はありませんが、他団体と比較すると上位であることがわかります。
オリンピックや合併により建物の床面積が中核市平均より多いことのほか、市域の広さから市道延長が中核市で最大で

あることが影響しています。
資産が多いことは、市民にとって利便性が高い反面、将来の施設更新に負担になる可能性があります。

わかること

指標の意味

経年比較
年度：H29～R03
種類：一般会計等財務書類

他団体比較
年度：R02
対象：東日本中核市（調査日時点公表市のみ）

平均：全国中核市
種類：一般会計等財務書類
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①有形固定資産額
②減価償却累計額

③減価償却前価格

万円

50万円

100万円

150万円

200万円

250万円

300万円

350万円

H29 H30 R01 R02 R03

156 157 157 156 156 

145 150 155 160 165 

301 307 312 316 321 

131.8万円
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10【市民一人当たり行政コスト】

市民一人当たり行政コスト ＝ 純行政コスト ／ 各年1月1日時点人口（他団体は年度末時点人口）

純行政コストを市民一人当たりの額として算出することで、人口規模の影響を受けることなく他団体との比較が可能に
なります。

経年比較では、令和３年度は前年比で減少したものの、令和元年度よりも高い状態であることが分かります。
令和元年は東日本台風による災害復旧費、令和２年度は新型コロナウィルス関連事業費などによりコストが増加してお

り、令和３年度もコストが高い状態が続いています。
他団体比較でも平均値より高く、台風災害による復旧費などの影響が出ています。

指標の意味

経年比較
年度：H29～R03
平均：全国中核市

他団体比較
年度：R02
対象：東日本中核市（調査日時点公表市のみ）

平均：全国中核市
種類：一般会計等財務書類
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…

…

万円
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39.7 

32.0 32.2 33.4 

45.4 
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一般等（長野市） 一般等（中核市平均）
全体会計（長野市）

49.7万円

45.4万円
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算 出 式



11【純資産比率】

純資産比率 ＝ 純資産（合計） ／ 資産（合計）

資産総額に占める純資産の割合から、これまでの世代と将来世代の負担割合を見ることができます。

この比率が高いほど将来世代の負担が軽いことを意味し、一般会計等財務書類では中核市平均とほぼ同じです。
経年比較では、純資産が増え、資産は微減であったため、0.5ポイント上昇しました。
なお、全体財務書類の方が比率が低く純資産が少なくなっています。これは、公営企業に対する補助金等を繰延収益

（会計上の負債）に計上することが影響しています。

指標の意味

経年比較
年度：H29～R03
平均：全国中核市

他団体比較
年度：R02
対象：東日本中核市（調査日時点公表市のみ）

平均：全国中核市
種類：一般会計等財務書類
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12【有形固定資産減価償却率】

有形固定資産減価償却率 ＝ 減価償却累計額 ／ 償却資産の取得価額

償却資産（物品を除く。）の取得価額等総額に占める減価償却累計額の割合から、どの程度老朽化が進んだかを見るこ
とができます。

この比率が高いほど資産が古くなっていることを意味し、一般会計等財務書類では中核市平均より高くなっています。
本市は、中核市平均よりも多くの古い資産を保有しているため比率の減少につながりにくいと考えられます。
また、全体財務書類では上下水道施設のこの比率が低い（新しい）ため、一般会計等財務書類より低くなっています。

指標の意味

経年比較
年度：H29～R03
平均：全国中核市

他団体比較
年度：R02
対象：東日本中核市（調査日時点公表市のみ）

平均：全国中核市
種類：一般会計等財務書類
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13固定資産台帳から分かること （ストック情報） 13

③橋梁・トンネル

④公営住宅⑥幼稚園・保育所

⑦学校施設

⑧児童館

⑨公民館

⑩図書館

⑪体育館・プール

⑫福祉施設

⑬市民会館

⑭一般廃棄物処理（市のみ）

⑭'一般廃棄物処理（連結含む）

⑮保健センター・保健所

⑯消防施設

⑰庁舎
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建設にかかった費用の大きさ（取得価格 単位：億円）

【施設類型別 有形固定資産減価償却率と取得価格】

古
↑

↓

新

この分布図は、有形固定資産減価償却率が高い（＝古い）ほど上に、建設にかかった費用が大きいほど右に分布します。

【令和２年度 固定資産台帳から作成】

小 ← → 大



今後のスケジュール 14

※ 令和４年10月時点では、「連結財務書類」の対象となる関連団体に財務書類未完成の団体
があるため、「連結財務書類」は翌年３月を目途にホームページにて公表します。

作成期間

公表

（参考）　財務書類　作成・公表スケジュール

決算年度

11月頃

全体まで

3月頃

連結まで

2～3月頃

翌年度 翌々年度

 長 野 市

 中核市 平均
 (一般会計等）

 総務省とりまとめ
 (一般会計等）

9月頃

11月  初 ホームページ・Garoon掲載 （「一般等」「全体」まで）

３月 ホームページ・Garoon掲載 （「連結」を含む全ての財務書類）

内　　容期　日



（資料） 財務書類の相関関係

財務書類は、資産・負債・コスト・収益・財源などの決算状況を一覧で開示するための、
企業会計の手法を用いて作成する書類です。

資 産

現金預金

負 債

純資産

経常費用

経常収益

臨時損失

臨時利益

前年度末残高

純行政コスト

財 源

固定資産等の変動

本年度末残高

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

前年度末残高

本年度末残高

■ 財務４表の役割

■ 財務４表の相関関係

＋ 歳計外現⾦残⾼

一年間のお金の流れ…

「どのような収入」を
「どのような支出」に
使ったかを表します

資金収支計算書

一年間の費用と収益…

「どのようなコスト」と
「どのような 収益」 が
発生したかを表します

行政コスト計算書

年度末時点での…

「資産」 「負債」

「純資産」 を表します

貸借対照表

一年間の貸借対照表に

おける純資産の変動原因

（内容）を表します

純資産変動計算書

15

純行政コスト



「一般会計等財務書類」（①～④）
に、地方公営事業会計（⑤～⑬）を加
えた「全体財務書類」、長野市の関連
18団体を加えた「連結財務書類」を作
成します。

【共通事項】

財務書類の対象となる会計（団
体）間の資金移動や累積の出資金
などは、純計（相殺消去）をして
います。

【全体財務書類】

地方公営企業法を適用する会計
（⑩～⑬）は、地方公会計の基準
に読み替えて作成しています。

【連結財務書類】

出資割合25％以上の団体を連結
対象団体としています。

・25％以上50％未満…
出資割合に応じて連結
（比例連結）

・50％以上…全てを連結
（全部連結）

（資料） 財務書類の対象となる会計（団体） 16

広域連合・一部事務組合・第三セクターなどの関連団体 （18団体）

連結財務書類

⑤ 国民健康保険特別会計

⑥ 駐車場事業特別会計

⑦ 介護保険特別会計

⑧ 鬼無里大岡観光施設事業特別会計

⑨ 後期高齢者医療特別会計

⑩ 水道事業会計

⑪ 下水道事業会計

⑫ 産業団地事業会計

⑬ 戸隠観光施設事業会計

※「公共料金等集合支払特別会計」はすべて純計の対象となるため、
財務書類の作成範囲に含めていません。

全体財務書類

① 一般会計

② 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

③ 授産施設特別会計

④ 病院事業債管理特別会計

一般会計等財務書類


